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論　説

多国籍企業の新次元：製造業多国籍企業から 
「バーチャル」企業への中心軸の変容

関　下　　　稔

はじめに：課題と視角

　筆者は長年にわたり多国籍企業の研究を積み重ね，その成果を３冊の著書
1）
にまとめた。第１作

『多国籍企業のグローバル構造』では多国籍企業の全体像を総括的に描き，それに続く第２作
『多国籍企業の海外子会社と企業間提携』では，主に海外子会社に焦点を当ててその具体的な展
開と役割を詳述すると同時に，それと並行して進められている企業間国際提携についても関説し
た。さらに第３作『21世紀の多国籍企業』ではグローバル化の進展に伴うアメリカ多国籍企業の
深化と変貌振り，そして製造業多国籍企業の限界を射程において，その最も総括的な一次資料で
ある対外と対米の両面のBenchmark Survey を基にして，詳細に分析した。これらによって，
第２次大戦後の世界経済を牽引してきた多国籍企業―とりわけアメリカ企業―の全体的な構造と
特質について一応解明できたと考えて，その後は世界の政治と経済の総体を複合的に解明する国
際政治経済学（IPE

2）
）や目下隆盛を極めている IT化・情報化・知財化の基礎にある知識資本

3）
に関

する研究へとテーマを移した。
　とはいえ，企業の多国籍化はごく当たり前の現象としてわれわれの日常生活の中に深く浸透し
ているばかりでなく，変貌さえ遂げている。今や巨大企業ばかりでなく，中小の企業の活動形態
にもなり，またその産業も製造業や農業・鉱業などの物的財貨の生産に携わるものばかりでなく，
流通・運輸や観光・エンターテインメントを含む，広くサービス産業と呼ばれているもの，さら
には今や全産業の頂点に君臨する IT・情報・知財産業にまで広がっている。かつその主体の発
祥地＝国籍も先進国は無論のこと，途上国や旧社会主義国を巻き込む世界的な趨勢になっている。
しかもその進出形態も海外子会社形式ではなく，多国籍企業と現地地場企業との間の企業間提携
形式―非資本支配型（Non Equity Mode, NEM方式）―での展開が今や主流になっている。とりわ
け特筆すべきは，GAFAMに代表される巨大プラットフォーマーがグローバルレベルでの知財
サービス活動を展開し，巨額の利益を荒稼ぎしているが，その実体は見えにくい，いわば「バー
チャル企業」化していることである。
　筆者は企業の多国籍化の筋道を international → multinational → transnational と置き，最後の
transnational の段階はそれまでのように進出企業先が増加するという量的な問題ではなく，「国
を跨がる」企業として，質的な変化，つまりは国家からの超越を強く志向する傾向があることを
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指摘した。たとえば ISDS（Investor-State Dispute Settlement）条項と呼ばれる，投資受入国の協
定違反だとする投資家（多国籍企業）の損害賠償をめぐる多国籍企業と国家との係争において，
前者が度々勝利するケースや，タックスヘイブンを使った利益隠し・税逃れとマネーロンダリン
グ，さらには各国独占禁止法を巧妙にすり抜ける術策も多々案出されている。こうした多国籍企
業の越国家的な行動の跋扈は，最大の多国籍企業国にしてグローバリゼーションを先導してきた
アメリカの覇権力（パクスアメリカーナ）―二国間協定に基づいて直接的にか，あるいは国際機関
を媒介にして間接的にか―を通じて陰に陽に領導かつ後援されてきた。そして21世紀に入りアメ
リカ多国籍製造企業の成長鈍化や低迷，さらには衰退傾向が顕著になってきたが，今度はそれに
代わって IT産業の頂点に君臨するGAFAMがグローバルな規模でのさらに異形な「バーチャ
ル企業」として突出してきている。これはイーロン・マスクになると，傘下に電子決済の
PayPal, 電気自動車のテスラ，宇宙開発のスペースX，それに SNSの X（旧ッウィッター）など，
いずれも現代の最先端を行く企業群を所有・経営しているばかりでなく，第二期トランプ政権下
の諮問機関としてDOGE（政府効率化省）の責任者まで勤めた。文字通り現代の「怪物的」なス
ーパー起業家にして経営者，かつにわか政治家振りである。
　それらを横目で見ながら，その対極には日本やドイツなど先進国多国籍製造企業の成熟化に加
えて，中国を始めとする新興国や途上国における製造業多国籍企業の興隆も顕著になっている。
かくてモノ作りの拠点は今やアメリカを去り，世界中に伝播・分散されてきている。だがこうし
たモノ作りにおける世界経済の力の分布状況の激変は，そのままアメリカの衰退には直結しない。
製造業での衰退を IT産業―それも今日では生成AI（人工知能）と呼ばれるさらに進化した形態
―の突出化とドル高・株高・債券高に表される金融力が代位して，引き続き世界経済を牽引しよ
うとしているからである。言い換えれば，最新かつ最先端のグローバルな IT・情報・知財力と
それに癒着する金融力―その基底には国際通貨ドルが盤踞しているが―の優位性によって，それ
以外の製造業多国籍企業を凌駕・睥睨しようと企図している。そしてこれらの上に構築される目
も眩むばかりの局所的な繁栄振りと，それとは対照的な製造業の停滞による国民生活全般の劣化
との著しい落差は，とりわけ全体としてのアメリカ社会の分断と落差をより一層深刻化させてい
る。トランプ政権の扇動的な言動は，急速に没落の道を辿っている工業労働者層や前途に希望を
見いだせないでいる若年層の怒りに火を注いだ形になって大衆的な喝采を博している面もあるが，
その実，線香花火のような一時的・局所的なあだ花に終わりかねない危うさも合わせ持っている。
それのみならず，これまで築かれてきた民主主義の管制髙地を次々と破壊し，その結果，アメリ
カ社会そのものの荒廃と衰弱に向かいかねない。
　外国商品の輸入―メキシコなどの低賃金国を媒介にした「迂回輸入」も含む―を高関税で防い
で，その代わりに外資の対米進出を促し，かつ生成AI という最先端 IT技術の優位性を基礎に，
3Dプリンターやロボティクスを駆使して省力化・自動化を極限にまで進めようとする「AI 主導
立国」と，その上に接ぎ木されるドル高・株高・債券高の「金融立国」の両輪，さらに反民主主
義的で高圧的な強権政治の横行と反動的な「政治ブローカー」やとかく「髀肉の嘆」をかこって
きたカウンターエリート達の跳梁跋扈を許すことにもなろう。これらがトランプ政権下の危険な
「ユートピア像」の実像である。だが基礎になる製造業基盤の弱体化を回復できないと，ごく一
部の金融＝知財サービス成金長者達の超富裕化とそれとは対極的な圧倒的多数の勤労者層の貧困
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化をさらに助長することになり，加えて反動的な政治体質や荒廃振りがまかり通ることにもなる。
その結果国民生活全般は疲弊して生産と金融との落差が広がり，さらにそれがアメリカの信用格
付けにも跳ね返ってくると，ドル離れや米国債の売却，そして株価下落などが連動して起こりか
ねない。そして民主主義の抑圧は反動的な強権政治への回帰を呼び込むことにもなる。トランプ
は「アメリカ帝国」への登壇を呼号しているが，その実，アメリカの「繁栄」なるものは幻想と
なりかねない，危うい土台の上に立ったユートピア像でもある。
　しかもさらにこれに拍車をかける要因に，一つはライバル中国製のTikTok の大流行がある。
それが民生用と軍事用を兼ね備えるデュアルテックであるため，画一的な禁止策を貫けないジレ
ンマがある。もう一つは生成AI 分野に新たに参入してきた同じく中国製のディープシークの登
場である。厳格なアメリカの知財保護策の対象となる高難度の技術ではなく，その対象外の比較
的難度の低い技術を使い，それ故比較的低コストで生産可能となるところに最大のメリットがあ
る。つまり，低コストで適用領域も広く，かつ性能も遜色ない生成AI を中国が作り出したこと
は，アメリカにとってこの上ない脅威となった。しかもアメリカが頼りにしている世界最大の半
導体のファウンドリー（生産メーカー）のTSMCや，インテルに代わってAI 用のこれも世界最
大のファブレス（設計会社）に成り上がろうとしているNVIDIAは，その出自が台湾にあり，中
国とアメリカの双方に足をもっていて，決してアメリカ一辺倒にはならないだろう。むしろ日本
や西欧を含むグローバルな展開を志向している。そしてNVIDIA（ファンCEO）やオープンAI
（アルトマンCEO）が，対中交渉においてこれまでどおりの秘匿策を堅持し，かつ強化していくの
か，それともオープンにしてグローバルスタンダード化を目指すのかをめぐる戦略の最前線で競
い合っている。これは極めて重要な政策課題である。かつてのウィンドウズのオープン化知財戦
略とアップルのクローズドな特許戦略との対抗を彷彿とさせる。
　筆者は先にアメリカの主導下での中国の包摂化から両者の対抗と協調の二面的展開―同床異夢
の世界―に移動した新局面を『米中政治経済論

4）
』において概観したが，時代の推移と共に，今や

米中間の熾烈な対抗・角逐の時期へとさらに変化してきている。もちろんここでの猛烈な主導権
争いは，反発と協調の駆け引きの末に，共に相手を一掃できるほどの圧倒的な優位性を保持して
いない以上，いずれかの時点での妥協，つまりは秘匿すべきものとオープンにしていくものとを
選り分け，個別的な取り合いと選別に帰着することになろう。しかしそれがアメリカにとってや
っかいなのは，中国保有のアメリカ国債や ITに不可欠なレアアースなどの重要資源が交渉のカ
ードとして使われかねないリスクを抱えていることである。したがってその帰趨がアメリカにと
って好都合なものに帰着するとは限らない。しかもアメリカの独断専行は「同盟国」や「友邦
国」を巻き込んで，その犠牲下で強行されていくため，彼らのアメリカへの警戒心を助長するこ
とにもなろう。そうすると，トランプ政権の思惑とは異なり，アメリカ「帝国」への昇段ではな
く，アメリカの覇権の終焉を，そして場合によってはその没落を刻印することになるかもしれな
い。
　アメリカの新奇好みは一面ではイノベーションを次々と生み出す活力源となったが，他面では
その短期志向性が在来産業のスクラップ化を容赦なく進める無慈悲さにも繋がった。そこで今日
の最先端の IT技術をめぐる先鋭な競争の脇に追いやられて，事実上半ば放置されてきたアメリ
カ製造業多国籍企業の衰退傾向と，それとは反対に隆盛を極めてはいるが，その実体が不透明な
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グローバルな「バーチャル」巨大プラットフォーマーにして新式の複合企業体の繁栄との間の落
差を見つめ，その切断と関連の有様を考察し，また国民生活の貧困化がもたらすディストピア振
りを考えてみたい。展開の順序は前半において筆者がこれまでの著書において展開してきた多国
籍製造企業の要点を再度素描する。その内容は資本所有に依拠する古典的な支配形態と，非資本
支配形式の企業間提携とに細分される。そして後半ではこれまでは新自由主義の波に乗ってわが
世の春を謳歌してきた巨大 IT企業群が，生成AI の興隆とともに「テックライト」と呼ばれる
トランプ政権の庇護者に急旋回したのは何故なのかの解明を主軸において，GAFAMやマスク
の複合企業集団の「バーチャル企業」としての本質の謎に肉薄してみたい。

１．多国籍製造企業の基本的特質とその制約条件

　筆者は多国籍企業を基本的にはグローバルな規模と範囲とネットワークでの資本の運動の一環
として描いてきたが，企業活動でもあるため，企業組織や経営戦略，そして財務活動などにまで
目配りをしていかないと，その全貌を十全に解明することはできない。前者を「資本論的」アプ
ローチ，後者を「企業論的」アプローチと呼べば，前者を基本に据えつつも，後者にも適宜必要
な言及を加えながら，複合的・総合的にその全体像を見つめることが大事となる。以下そうした
視座から製造業多国籍企業の核心部分を再度，簡潔に素描してみよう。
　 その前に，多国籍企業の資本の運動は多く株式会社の形態をとって展開されるので，株式会
社について予備知識を示しておこう。近代の株式会社システムは個人企業の場合の無限責任を排
して，有限責任制をとり，かつ会社自体に擬人的な法人格を与えて，所有者の責任を限定した。
かつそのことによって，たとえ所有者が代わっても会社自体は存続できる永続会社（ゴーイング
コンサーン）になった。その上で，株式会社システムは①多数者の出資によって巨額の資本を動
員できる。そして成功すれば，増資によって株式そのものを増やすことができる。反対に業績不
振に陥れば会社を清算することになる。②株主は配当収入を得られるが，会社が利益を出した際
には自らの出資に応じた追加の収入も得ることができる。③また株主総会を通じて自らの要求を
主張でき，なおかつ場合によっては株主総会の指名によって経営にも参加可能となる。④さらに
株式の売買を通じて売却益（その反対の売却損も）を得ることもできる。もちろん⑤こうした株式
会社は社会的存在として公認される。そのことを保障するため，複式簿記の原理に基づく財務諸
表の作成と公認会計士による会計監査が行われ，財務諸表を始め基礎データは公開される。大略
すれば以上のようである。だがこれが表面的に終わり，事実上は経営方針の一方的伝達，経営陣
の半ば独占化，財務諸表からの本質部分の隠蔽と複雑な操作（俗に言う「貸借対照表の綱わたり」）
などの否定面も少なからず存在する。したがって，われわれはこれらの表面的なデータと言質を
鵜呑みにせず，真実を見極める批判眼をもつべきだが，その中身を熟知する専門家ではないので，
ことは容易ではない。習熟への努力が必要となる。
　こうした予備知識を頭に入れて，まず最初に多国籍企業の簡単な定義からはじめてみよう。多
国籍企業とは海外直接投資（Foreign Direct Investment, FDI

5）
）を通じて多数の国に子会社・孫会社

等の系列的な「子会社組織」を傘下に持ち，それらの間に世界的な生産・流通・情報・技術移
（　　）
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転・資金移動などのネットワークを張り巡らし，かつ本社の統合管理の下に，多数の工場・事業
所等を通じて世界的規模での事業活動を営み，世界大で利益の極大化を目指している企業を指す。
それはこれらの条件を先んじてもった巨大企業から始まったが，今日では中小企業を含めて多く
の企業の一般的な傾向になっている。それは工業化の土台の上で，製造業，とりわけ重化学工業
を先頭にして進められてきた。
　そこでこれを資本の運動として考えると，投資―生産―販売―蓄積の一連の過程を辿ることに
なる。まずは海外投資がくるが，そこでは海外投資における利子取得型の証券投資（Foreign 
Portfolio Investment, FPI）から利潤目当ての直接投資（Foreign Direct Investment, FDI）への転換
が図られることになる。だが両者の実際の分水嶺は過半数の株式を保有すれば確実だが，株式会
社が巨大化して多数の株主を擁するようになると，比較多数になれば実質的に企業の支配権を握
れるので，必ずしも過半数所有には拘らない。そういう意味では両者の識別は相対的なものだが，
どの当たりに落ち着くかは企業環境の変化に伴って変わってくる。伝統的にイギリスが世界経済
の中心であった時代には，25％を目安にしていて，それが国際的にも事実上（de facto）の基準
となっていた。だが第２次大戦後，世界経済の中心に踊り出たアメリカは，元々ヨーロッパの本
来的植民地＝新定住地として出発し，資本不足に悩まされていたこともあって，外資を積極的に
導入したり，少額多数の株主を集めた株式会社方式での展開が基本であった。そこでより少ない
10％を FDI と FPI の分水嶺としてきた。このアメリカ的な基準が世界標準（de jure）になり，
今日ではどの国も基本的にこれを採用している

6）
。もちろんこれは統計数字的にみていく際の基準

の一つとして，出資比率ないしは資本占有率で測ったものであって，これが唯一の基準にはなら
ない。それ以外にも役員構成などの人事面での主導権や資材供給の義務化，販路の選定と様々な
便宜供与，さらには機密情報の内部化されたルートの敷設，そしてこれが最も大事な点だが，全
社から収穫した利益の資本蓄積と再投資，ならびに拡大再生産計画の指令などの経営面や生産・
流通面での主導力，つまりは実質的な支配権限が付け加わる。むしろここにこそ最大の重点があ
るといえよう。その意味では「投資」と「支配」は一体的なものではなく，重複するとはいえ，
相対的には区別されるものでもある。
　その点で特例だが，途上国や新興国が外資による支配を避けるために「合弁方式」と呼ばれる
自国資本と外資を50％づつ対等にしたり，それよりも少ない３分の１に留めたりすることがある。
これらは株式比率からすればFDI だが，実際は外資による経営支配が禁止されたり，制限され
ているので，一般的にはFDI と相対的に区別して考えるのが通例である。つまり，上述したよ
うに，企業支配こそがFDI と FPI を分けている核心であり，株式所有比率はそのための統計的
な根拠の一つだということの例証でもある。今トランプ政権が日本製鉄によるUSスティールの
買収を「投資」と呼び，支配を避けるための拒否権を持つ「黄金株」枠を設けようとする企図が
取り沙汰されているが，これなどもその一例だと考えられる。そうすると，政治が企業経営に介
入し，かつ適切な掣肘を加えることで外資の支配を避けようとすることになり，まるでかつての
途上国や新興国の外資受入策の再版である。市場の自由化・オープン化を強力に推進したかつて
のパクスアメリカーナ華やかなりし時代とは一転した様変わりようである。また海外子会社は
「現地法人」であり，形式的には設立される現地国の法人格を与えられ，内外無差別原則に基づ
く内国民待遇が付与される。

（　　）
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　さて多国籍製造企業の第１の特質はその資本支配の具体的形態にある。多国籍企業は海外子会
社・孫会社等との結びつきを資本関係を基軸において構築する。筆者はそれを「系列連鎖の経済
性」（Economy of Assosiation

7）
）と名付けた。FDI を通じて，海外子会社・孫会社等との強固な結

びつきや支配の網の目を形成していくが，形式的には過半数の株式保有によってそれが可能とな
る。だが実際には株主の多数分散化に伴い，そこまでいかなくても最大株主集団を形成できてい
れば現実には可能なことを上で述べた。事実，国内においては少数株所有での支配が巨大企業に
おいては圧倒的である。誠に効率的な資本支配のメカニズムである。その垂直的な系列支配のメ
カニズムは上からの流れでいけば，親会社が子会社の株式の過半数を，そして子会社が今度は孫
会社の株の過半数を保有すれば良いわけで，そうすると親会社は孫会社の四分の一程度で支配が
可能になる。これがさらに曾孫会社にまでいけばさらに少ない株式保有で可能で，このまま下降
していくと最後は限りなくゼロに近づくことにもなる。これはあくまでも抽象的な可能性を示す
もので，現実にはそこまで下降することはないだろう。しかもそれが効率的なのは，株式保有の
減少化とは反対の，獲得した利益の本社への吸収度の高さにある。それは子会社・孫会社等の階
層性が深まれば深まるほど，累乗的に増加していくことになる。つまり株式保有の減少化と利益
の本社への累乗的増加＝吸収化という相反する傾向の一体的展開が「系列連載の経済性」の内容
である。
　さらに上述したように資本支配は必要条件であるとはいえ，それだけで十分ではなく，実質的
な企業支配は内部化されたヒト，モノ，マネー，情報のルートを通じるそれに付随する役員人事
や生産・流通・蓄積にまたがる経営方針の策定とその遂行に至る総合的なものである。その意味
で多国籍企業は国を跨がる一個の利益集団である。それらを総合して考えると，完全所有形式こ
そが一番安全で確実なので，実際には圧倒的に選好されることになる。そして「系列連鎖の経済
性」は多国籍企業の効率的で累積的な利益獲得メカニズム―つまりは「利益収穫機」（Dividend 
Machine）振り―を説明できる極めて大事なポイントである。
　次に投資から生産へと進むことになるが，そこでは国を跨がる国際生産―これこそが多国籍製
造企業の本質部分だが―を展開することになるので，そのために企業内での国際分業体制
（International Intra-Firm Division of Labor）を世界大で構築することになる。そこでこの企業内国
際分業体制に沿った国際生産のメカニズムを解明する必要がある。FDI と国際生産のメカニズ
ムを要約的に表したのが，第１図である。ここからいくつかの特徴を検出できる。なお国際分業
には，①貿易を基本とする伝統的国際分業，② FDI が主導する企業内国際分業，そして③企業
間国際提携の受け皿としてのクラスター間分業の三形式があり，この最後のところからは地経学
（Geo Economics）が浮上してくる。
　まず親会社（Parent Company, P）から海外子会社（Foreign Affiliates, FA）への新規のFDI（Initial 
Investment, II）が行われ，海外子会社が始動するようになる。そこから国を跨がる企業内での財
の移動と国際生産が展開されるようになるが，それは大別して，①資本財，②加工用中間財，③
再販売用完成財に分類される。このうち，②の再加工用中間財が国際生産の展開を示す大事な指
標となる（第１表）。参考までに初期段階（第２表）と比較してみると，アメリカ多国籍製造企業
の場合，1966～70年の時期には，まだ再販売用が最も多かったが，世紀末の1994年や21世紀初頭
の2004年になると，圧倒的に再加工用が過半を占めるように変わる。このことは P―FA間の国

（　　）
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際生産が進んできたことを端的に示している。後述するが，それはまた企業内貿易も盛んになっ
ていくことを示している

8）
。

　この国際生産において大事なことはFAの発展に伴って，Pからの自立化が進むことである。
その証拠は，P → FAへの II よりも上げた利益のFAへの再投資（Reinvested Earnings, RE）の方
が大（RE＞II）になることで示される。言うまでもないことだが，両者はいずれもFDI を構成し

（　　）

第１図　多国籍企業の国際生産システム

（資料）　関下稔『21世紀の多国籍企業』前出，95頁の第４―２図による。

本社への還流

Ⅰ：多国間に誇る生産 G2′

Ａ国（親会社）の資本循環 W2′

P
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PmA

G1 W1′W1
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親会社→子会社への企業内での財移動

①資本財（Wl′C）

②再加工用中間財（Wl′P）

③再販売用完成財（Wl′S）

子会社→親会社への加工品の再移動

③再販売用
　完成財（Wl′S）

②再加工用中間財（Wl′P）

①資本財（Wl′C）

Ⅱ：親会社―子会社間の部品加工・アセンブリー
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RE（利益再投資分）

部品 アセンブリー 完成財

加工
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第１表　多国籍企業親会社から海外子会社への目的別輸出：総括表
 （単位：100万ドル，％）

〔Ⅰ〕 アメリカ親会社（P）から海外子会社  
（MOFA）への輸出

〔Ⅱ〕 外国親会社（FP）から在米子会社  
（MOUSA）への輸出

⑴ 1994年
ベンチマーク

⑵ 2004年
ベンチマーク

⑶増減
⑷ 1992年
ベンチマーク

⑸ 2002年
ベンチマーク

⑹増減

①再販売用 58,815（44.3） 58,823（37.0） 8 130,426（70.7） 195,567（73.2） 65,141
②再加工用 71,678（54.0） 93,838（59.1） 22,160 52,320（28.4） 71,211（26.6） 18,891
③資本財 1,946 （1.5） 1,058 （0.7） －888 1,718 （0.9） 513 （0.2） －1,205
④その他 256 （0.2） 5,059 （3.2） 4,833

合　計 132,694 （100） 158,778 （100） 26,084 184,464 （100） 267,291 （100） 82,827

（資料）　U. S. Department of Commerce, U. S. Direct Investment Abroad : 1994 Benchmark Survey, Final Results, Table III, 
I 16, p. 250, do 2004 Final Benchmark Data, Table III, I 6, p. 186, do, U. S. Department of Commerce. Foreign Direct 
Investment in the United States : 1992 Benchmark Survey, Final Results, Table H 37, do, Final Results From the 
2002 Benchmark Survey, Table III, H 35 よりそれぞれ作成。
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ている。かつて S. ハイマー
9）
はアメリカ企業の多国籍企業化をアメリカの成長率よりもヨーロッ

パの成長率が高く，そのヨーロッパの成長率よりもアメリカ多国籍企業の在ヨーロッパ子会社の
成長率の方が高いという有名なテーゼ（Gus＜Ge＜Gfa）を提示したが，海外子会社の成長とアメ
リカ多国籍企業の成熟化はそれを越え，このRE＞II に帰着することで一般化する。そして海外
子会社の自立化こそがアメリカ多国籍企業の優位性，つまりはパクスアメリカーナの屋台骨を表
している。
　世界貿易を多国籍企業が牽引し，世界貿易の三分の一とか四分の一が多国籍企業によって担わ
れるようになる。FDI が活発化するにつれ，対外関係は貿易中心からFDI 中心へとシフトし，
そのことは「輸出に数倍するFDI」（FDI＞μ EX）となって現れ，かつ多国籍化が進めば進むほど，
この倍数は大きくなる。それは企業内貿易が牽引するアメリカ貿易への貢献度の高さにも表され
る。そして企業内貿易は確実に母国側の黒字となる。多国籍企業の輸出促進効果と企業内貿易の
黒字化が多国籍企業の成長から成熟化への大事な指標となる。 このことを筆者は前述の
Benchmark Survey の分析を通じて示した

10）
。また FDI が先導する貿易の方向の変化を表す「プ

ロダクトサイクルモデル」がR. バーノン
11）
などによって提唱され，一世を風靡したが，これは海

外生産への生産拠点の変化とそれがもたらす貿易効果を結合させようとしたものである。そこで
はFDI 拡大によるアメリカ国内での生産の「空洞化」と企業内貿易による輸出拡大効果をみて
いないために，貿易赤字の発生を暗黙に是認する，多分に悲観的なトーンに彩られていた。
　なおアメリカ多国籍企業が先導して「世界をアメリカ化」することから，アメリカの空洞化の
穴埋めとしての外国多国籍企業のアメリカへの進出，つまりは「アメリカの世界化」を促した結
果，FDI は双方向性をもつようになり，それを「国際直接投資」（International Direct Investment, 
IDI）と呼ぶようになった。この相互投資はグローバル化の深化とその功過を示す重要な指標と
なる。筆者はこの視点から，対外，対米の双方のBenchmark Survey の同時並行的な分析を行
った。それは，グローバル化の進展がアメリカ経済の拡大・膨張をもたらすと同時に，その衰退
と寄生化への道をも用意したからである

12）
。

　３番目に企業内での内部化されたルートでの資金，財，人材，情報の移動の特別の意味合いで
ある。これらは大きくは多国籍企業の経営戦略に関わることだが，国際生産が進み，そのための

（　　）

第２表　アメリカ多国籍企業親会社から海外子会社（MOFA）への輸出の目的別内訳（1966～70年）
 （単位：100万ドル，％）

1966年 1970年 1966～70の増減（率）

⑴
先進国

⑵
途上国他

⑶
合計

⑴
先進国

⑵
途上国他

⑶
合計

⑴
先進国

⑵
途上国他

⑶
合計

再販売 2,446 
（　50.3）

395 
（　33.4）

2,841 
（　47.0）

4,421 
（　54.9）

636 
（　36.0）

5,057 
（　51.5）

1,975 
（1.81）

241 
（1.61）

2,216 
（1.78）

資本設備 282 
（　　5.8）

241 
（　20.4）

523 
（　　8.7）

207 
（　　2.6）

223 
（　12.6）

430 
（　　4.4）

△75 
（0.73）

△18 
（0.93）

△93 
（0.82）

組立加工 2,075 
（　42.7）

545 
（　46.1）

2,620 
（　43.4）

3,455 
（　42.9）

862 
（　48.8）

4,318 
（　44.0）

1,380 
（1.67）

317 
（1.58）

1,698 
（1.65）

合　　計 4,858 
（100.0）

1,182 
（100.0）

6,040 
（100.0）

8,057 
（100.0）

1,766 
（100.0）

9,823 
（100.0）

3,199 
（1.66）

584 
（1.49）

3,783 
（1.63）

（出所）　S. C., Dec. 1972, op. cit., p. 26 より作成。ただし関下稔「多国籍企業と国際貿易」（久保新一，中川信義編『国際貿易
論』第７章，有斐閣，1981年）265頁による。
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原料，部品調達，販路，日常運営などでの現地化が進んでも，司令塔としての本社機能の最も重
要な，最高の経営戦略の一元的・専決支配は手放さない。決定された経営方針は内部化されたル
ートを通じて極秘の内に P → FAに伝達され，実行される。そのことを具体的に示すのは，独特
の企業内貿易，企業内人材移動，企業内資金移動，そして企業内情報移動にある。一般的に「内
部化」効果と呼ばれる現象は市場原理の及ばない，内密かつ専断的に進められる。たとえば P
―FA間の部品・中間財や完成品の企業内貿易においては，トランスファープライス（企業内移
転価格）と呼ばれる恣意的な価格設定が取られるのが通例で，その結果，表面的な貿易統計数値
とその実体との間に大いなる過誤が生じる。またヒトの移動に当たっても，米加自由貿易協定に
基づく，五大湖の対岸からのカナダ人労働者のフリーパスでのデトロイトへの通勤の保障や租税
措置，H―1B ビザや L―1 ビザ支給による外国人技術者や中間経営陣の一時的雇用・移動のシステ
ムもある。さらに米―墨国境地帯にッウィンプラントと呼ばれる隣接した工場を建て，アメリカ
側から原材料や中間財をメキシコ側に送り，それを低賃金のメキシコ人労働者に加工させ，再び
アメリカ側に送り返して，完成品として販売する。あるいは付加価値関税制度で認められた部
品・コンポ（TSUS の807.00と80.30）が近隣の低賃金国において加工され，再びアメリカに戻っ
て，完成品として販売（輸出を含む）されるが，その際海外での付加価値部分にのみ課税される
という特例措置が採用される。こうした様々な関税を含む税優遇と低賃金活用によって，アメリ
カ多国籍企業は国内の高賃金によるコスト高を避ける工夫をしている。それらに企業内での多数
国通貨の為替操作（マリーなど）やタックスヘイブン（租税回避国）への資金移動による税逃れも
付け加わる。
　ところで，これらの海外子会社のメリットはどこにあるか。立地上の便宜，貿易・中継基地，
金融拠点，研究開発センター，原・燃料供給地など，それぞれの特性に合わせて海外子会社は設
立される。だが最も代表的かつ核心部分をなすのは，製造子会社の存在である。その基本的理由
を以下のように説明できる。海外子会社とは親会社と同一技術構成下（高技術水準）での親会社
とは相異なる価値体系（賃金差）の活用に根拠があり，その結果，M′p（親会社剰余価値率）＜M′s
（子会社剰余価値率）という不等式が成り立つことである。これは，かつて野呂栄太郎が資本の有
機的構成を①価値構成（低賃金）と②技術構成（機械化）に分け，戦前の日本が高い国際競争力を
持ったことの秘密を機械化の遅れを低賃金で補って余りあることだと説明したアイディアをヒン
トにして考えたものである

13）
。資本主義の発展は有機的構成を高めるが，多国籍企業の場合，先進

国親会社（P）のもつ高い技術構成はそのまま途上国にある海外子会社（FA）にも貫通する。だ
がその価値構成は Pと FAでは大いに異なる。その結果，FAからより大きな剰余価値率を獲得
できる。このことは海外子会社形式ではなく，地場企業との下請生産などの企業間提携にも貫か
れる。ただしその場合は，多国籍企業自体の直接の国を跨がる生産過程からではなく，地場企業
への下請契約による間接的な低価格での製品・半製品の獲得を通じてである。なおそこに至る中
間項として，工業化を目指す途上国の特定の場所を「輸出加工基地」（Export Processing Zone）
（ないしは「経済特区」）として設定して，そこでの免税での現地の低賃金を使った加工を行う「飛
び地経済」（Economic Enclaves）が一時的に繁栄した。これらのことは，多国籍企業の本社所在
国―とりわけアメリカ―での産業の空洞化と雇用の減退を生み出し，かつまた進出先の現地経済
が徐々にではあれ成長するにつれ，そこでの賃金水準を高めることになり，次第に平準化作用が

（　　）
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働くようになっていく。
　今度は多国籍企業の資本蓄積だが，多国籍企業の利益は主に①利潤（P），②利子（I），③技術
特許料（Royalties & License Fees, R&F）からなるが，特記すべきはR&Fの存在である。多国籍
企業の優位性の基礎は高い技術力―それも斯界の最上位・最先端技術に割拠する―とその優位性
にある。そのことは研究開発投資の高さに反映される。そこで生まれた技術の独占化（特許権や
知的財産権の獲得）によって，その貸与からR&Fを取得できる。それが巨額になるにつれて，そ
れらを包含した④知財収入となる。これをT. ヴェブレン

14）
に倣って，筆者は「グッドウィル」と

して一般化した。そうすると，これは正確には，技術の秘匿＝独占化を通じる⑤「独占的超過利
潤」でもある。しかも古典的な独占価格に加えて，擬制資本による創業者利得をも包括した知財
の使用料からの果実であり，「トランスナショナルな超過利潤」―そこにはトランスファープラ
イスやマリーなども含めて―といった方が正確にその内容を示すことになる。それは何よりも
「系列連鎖の経済性」に依拠した子会社・孫会社網からの累積的・累乗的利益獲得マシーンに収
斂されていく。その点でも P―FA間の情報の秘匿と伝播が大事になり，「営業の秘密」を守る
ためのトレードシークレットの遵守が従業員に厳重に求められ，かつ退職後も漏洩は禁止される。
なおこれに関連して，アメリカに留学・在籍した高度科学技術労働者が本国に帰国後，その学
識・技術を本国に還元することを禁ずる「見なし輸出」（deemed export）が米中間で結ばれたが，
模造品やニセブランド品，あるいは産業スパイほどには明確にその証拠をつかむことができてい
ない。
　かくて企業にとって最も大事な最新技術や経営ノウハウに関わる知財戦略がその経営の最高機
密となる。これらが安定化することによって，製造業多国籍企業の世界大での成長・拡大とその
盤踞が維持・確保される。そしてこれが成熟化してくると，本社への還流利益（Returned Profit, 
RP）が現地再投資分（RE）を上回る（RP＞RE）方向にさらに変化するようになり，その中核に
R&Fが据えられる（FA → P への R&Fの一方的流れ）。そうなれば，事態は完全に本社吸収型に転
換し，グローバル蓄積を目指す越国家的なグローバル企業に変身していくことになる。別言すれ
ば，最新技術は P → FAに，そしてその対価としてのR&Fは FA → P という双方向性を取る。
それがTransnational Corporation（TNC）の本性である。そしてその先にはバーチャル企業化が
待ち受けていよう。
　以上をとりまとめると，中心軸としての海外子会社の存続とその自立化の条件，そしてそれら
を通じる国を跨がる多国籍企業組織全体の資本蓄積の条件は，①再加工用部品移動＞再販売用完
成品移動，②現地再投資（RE）＞本社への還流（RP），③現地での再循環＞本社からの新規流出
（II）にあり，そしてより一般的にいえば，多国籍企業の資本蓄積の条件は④国内利益率（ROA）
＜直接投資利益率（ROR＝I/DIP）＜海外子会社利益再投資率（RIR＝RE/E）という不等式が成り立
つことにある。加えて，⑤アメリカ多国籍企業の主要な利益源泉は，Pから R&Fへと変化して
いく
15）
。

　だがこれらは永続的なものにはならない。企業多国籍化の先陣を切っていたアメリカでは，多
国籍企業関連貿易の黒字＞企業内貿易の黒字＞MOFA貿易の黒字だったのが，アメリカ貿易の
赤字転落（1971年）に続き，企業内貿易も黒字から赤字に転落し（1999年），かつ輸出の45％，輸
入の54％を占める最大の相手国カナダとメキシコへの外国多国籍企業の参入による低調化，さら
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に部品の組立加工基地であるメキシコ，アイルランド，マレーシア，シンガポールでの大幅赤字
への失調が生じた。それにタックスヘイブンへの金融資産の滞留が加わる。これらはアメリカ製
造業多国籍企業とそれに依拠したアメリカ経済の衰退・没落への転換点を示す極めて重要な指標
となる。かくてパクスアメリカーナは黄昏の時期を迎えることになる

16）
。

　しかも刮目すべきは，国内競争力の回復のための手立てが結果的には徒労に終わった後，これ
まで築いてきたアメリカ的国際経済秩序への寄生化に急傾斜していくことである。それは，1970
年代以降，① IMF・ガット・世銀体制の変更，②日米貿易摩擦の日本側の自主規制措置，③対
米投資拡大による脱自前経済化とアメリカ経済自体の脱製造業への急旋回という諸段階を踏んで
展開されてきた。その中で，ソ連崩壊と中国の市場化へのシフトを背景に単独覇権国への野望を
膨らませることもあったが，結果的には中途で挫折し，国内製造業の停滞と疲弊，労働者層の貧
困化が蓄積されていくことになる。そこで国際通貨としてのドルと核兵器を中核とする軍事力に
依拠した「覇権国」としての「幻の栄華」にしがみつくことになる。
　そこで最後に，全体を鳥瞰して過不足のない多国籍企業全般の役割とその帰結を要約しておこ
う。第１にアメリカ多国籍製造企業が先導した伝播・波及効果（spill-over effect, S）がある。これ
によって世界経済の成長が促された。第２にその進行が持ち株会社形式による指令本部としての
アメリカ本社の特別の役割強化の進行により，一方で空洞化（hollowing, H）を生みだし，次第に
脱生産＝サービス化・金融化を生み出していくことになる。そしてまるで「金環蝕」のように，
眩いばかりの光に照らされているが，その実，本社の本当の姿はブラックホール化されて正体不
明になっていく。第３にもう一つの道は，より高付加価値部分の新開拓によって，その成果をブ
ランド力に依拠した知財型の，より高度の独占支配という本社の深化（deepening, D）である。
そしてその延長に，第４に IT化によるネットワーク化（networking, N），つまりは情報支配によ
るバーチャル化への道がある。それを補完するタックスヘイブンと会計操作が真の姿を隠してい
くことになる。ここでは世界的なマイクロファクトリーやシェルカンパニーの存在などを含めて
その全体像はさらに曖昧模糊としてくる。あるいは S，H，D，Nはそれぞれ交差・重複しなが
ら展開されるが，全体的には第１段階（拡散化），第２段階（分権化），そして第３段階（総合化）
を辿ったと言い換えても良いかもしれない。そして最後のネットワーク化（N）が，後段で詳述
するが，多国籍製造企業（「世界集積体」）から「知識集積体」（知財優位）への転進・発達に連なる
ものであり，その橋渡しを IT・情報技術が果たし，企業間国際提携の広範な展開がそれを捕捉
していくことになる。
　その功過（メリット／デメリット）は１）輸出促進効果（連関効果，誘発効果，世界的標準化），２）
輸出に数倍する現地生産（移転効果）と国際生産の進展による輸出代替効果，３）迂回効果，た
だし逆輸入による貿易赤字化を生み出すことにもなる。４）さらに外国人労働者・技術者，経営
管理者への置換効果。ただしこれは最新技術の漏洩という疑心暗鬼を呼ぶ。そして製造業として
の「世界的集積体」は知財を中核とする「知識集積体」に，そしてさらに時間短縮と空間圧縮の
効果の結果，超時空企業でもあるバーチャル企業へと変身していく。これらを総合して，在来型
の独占とは範疇を異にする「ニューモノポリー」の出現と筆者は結論づけた。これはまさにリバ
イアサン，モロク神，八岐大蛇，あるいは今風ではゴジラに擬える「世紀の怪物」でもある。
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２．企業間国際提携とNEM（非資本所有型）方式による支配

　そこで，今度は角度を変えて，非資本所有型支配形態であるNEM方式に基づく企業間国際提
携に関して考えてみよう。以下ではもっぱら「企業論的」アプローチに基づくことになる。多国
籍企業は多事業，多段階，多工場，多仕様，多国籍の統合型企業でもあり，それらの特徴の多く
は国内企業にもある。したがって同質または類似の外国市場を目指して国内企業活動の延長とし
て多国籍化していくことがほとんどだが，その際には選択肢に一工夫が必要となる。企業は組織
上ライン＆スタッフシステムを通常取るが，その際，複数の製品を生産・販売する多角化戦略を
採用した場合，国内では比較的単純な選択になるが，国際化した場合には，職能別（Function, F），
製品別（Product, P），地域別（Region, R）の間での最適な組み合わせが求められる。ここでは定
型はなく，「組織は戦略に従う」というチャンドラー命題にしたがって，発展段階に沿った戦略
に応じたマトリックス調整がF，P，Rの間でなされる

17）
。

　かくて多国籍製造企業はグローバルスキャニングと呼ばれる，世界大での資源調達，部品生産，
人材確保，市場探査を目指し，それに即した最適な経営方式の採用に心がける。そこでは量産化
を目指す規模の経済性，多角化戦略に沿った範囲の経済性，情報中心のネットワークの経済性を
それぞれのケースに応じて展開していくことになる。そのため，それぞれに合わせた資本による
垂直統合，水平統合，コングロマリット型統合を使い分けるし，フォワードリンケージ（前方連
結），バックワードリンケージ（後方連結），そしてホリゾンタルリンケージ（水平連結）という生
産結合の組み合わせを企業内，企業間で縦横に展開する。前節でも詳述したが，グローバルな独
占体（世界的集積体）として，海外子会社網を始めとするその世界生産の仕組みは，価値創造の
時間的・空間的分離（global supply chain, GSC）と価値実現での再統合（global value chains, GVC）
による加速度的資本蓄積とを結合させて，生産の効率化と利益の最大化を目指す

18）
。つまり生産に

おける世界各地に散らばった工場・事業所の有り様を示すGSC（地理的・技術的要因）と，それら
の新価値形成・価値増殖を表すGVC（資本的要因）とは相対的には独立したものだが，両者は相
まって一つの統一物を構成している。前節でも詳述したように，要約すれば，価値創造・価値増
殖の世界大での展開と本社への加速度的・累増的な資本蓄積との両面を統一した一大企業システ
ムの盤踞である。ところが論者達の多くはGSCと GVCの間の概念上の区別ができないため，
両者を混同していて，付加価値がどこで生じるかといったミスリードな方向に議論を持って行き
がちである。そうではない。世界的な価値増殖がどこで起こるかは，GSCの基礎上で展開され
るGVCの運動の結果であって―とはいえ資本増殖の多くは秘密裡だが―それがどこでどのよう
に記録されるかはそこから派生する問題に過ぎない。「付加価値」概念で括ろうとするのは，多
国籍な資本の価値増殖運動の秘密を事実上ネグレクトないしは軽視してしまうことになりかねな
い。
　グローバル化の進展は，前者から後者への主要関心事の移動をもたらしたが，近年における覇
権国としてのアメリカの影響力の後退は，グローバル経済に否定的な影を落とし，各国間の分断
化が進んだ。その結果，今度はGSCに注目が集まり，そのため地政学（geo politics）が改めて復
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活するようになった。だがこれは政治の問題に狭く限定するのではなく，上でも触れたが，クラ
スター間分業を扱う「地経学（geo economic）」との結合を志向していて，その意味では「国際地
―政治経済学」（International Geo-Political Economy, IGPE

19）
）とする方が正確だろう。

　海外子会社方式（内部化）から企業間提携（NEM）方式への主動因の変化は，外部化を促進し，
その具体的形式としては後工程から前工程に戻っていくバックワードリンケージが主力となり，
部分的には前工程から後工程ヘと進むフォワードリンケージも取り入れられる。その意味では国
内経済と同じで，最終組立メーカーが主役となって，部品，資材などの前工程を組織・支配して
いくことが多い。これがサービス分野で展開される際には，オフショアリングと呼ばれる職と業
務の国際化と海外移転で表すことになる。その具体的形態の表現に近隣への「ニアショアリン
グ」や同盟国への依存を表す「フレンドショアリング」と言う造語まで生まれた。あるいはフラ
グメンテーションという言葉でそれらを総合的に表すこともある。また多国籍企業の海外進出を
O（所有優位），L（立地優位），I（内部化優位）の組合わせによる総合化を試みた J. H. ダニングは
E（外部化）を新たな総合化モデルにつけ加えた

20）
。

　なお企業内国際分業によらずに企業間国際提携を選好する理由の一つに，多分に異質で未知の
途上国に進出していくには，政治的独立を遂げた途上国の経済開発を支援して，現地に根付いて
いる地場企業の力を巧みに活用する方が，短期的に即戦力を引き出し得るし，また長期的に見て
も発達に沿って持続的な関係を維持できる点で得策であるという計算や時代認識が，先進国企業
側に働いたことは否めない。資源の恒久主権宣言や現地化（ローカルコンテンツ）率向上要求や現
地経営陣の採用，さらには労働集約財部門でのNIES の出現と台頭は，そのことを後押しした。
　また企業内国際分業に基づく自社内での国を跨がる生産系列化ではなく，独立の地場企業との
間の企業間提携を選好する理由には，モジュラー型生産システムの流行もある。それは，部品の
規格を定め，標準化して互換性を高め，それらの「組み合わせ型」生産をしていくやり方で，部
品調達と労働力不足に悩んでいたアメリカでは工業化の初期段階から取り入れられていたもので
もあり，それが IT化の進展と共に，グローバルスタンダードを武器に世界中に広まるようにな
った。日本でも伝統的に寺社の建築などで，釘を使わずに柱や梁などを繋いでいく工法がとられ
ていて，そのため，つなぎ目に一定の冗長性を置いておくのが常だった。こうした「すりあわせ
型」の工法は西欧風の「組み合わせ型」との親和性がある。そして企業間提携に当たっても，形
式的には独立の下請部品業者を自社の協力会の傘下に組織していく，日本独特のやり方が浸透で
きる下地がある。日本式下請系列化システムの国際化であり，日本的経営システムの成功裡での
展開である。これらが合わさって，IT化の波に乗ってモジュラー型生産システムと企業間提携
が全世界で花開いていくことになる

21）
。

　それらのことを踏まえて少し立ち入って考察してみよう。多国籍企業の国を跨がる生産・販
売・蓄積の全過程は，①生産前段階（新製品開発），②生産段階，③生産後段階（マーケティング，
セールスプロモーション，広告宣伝と回収＝資本蓄積）に，大きくは三分される。
　まず生産前段階では，新製品開発のための創意工夫から始まる研究開発過程が中心となる。ア
イディアを練り，基本コンセプトを確定して，試作品（モデル）を作り上げる。ここでは市場動
向や大衆需要を素早く察知して，発案者，開発者，作業技術者などで構成される開発チームによ
る画期的新製品が，幾多の試行錯誤を経て生み出されていく。試作モデルが案出されたあと，テ
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ストを繰り返して最終的に新製品が確定すると，綿密な原価計算以下のコスト算定と資金の工面
をした上で，実際の生産が始まる。ここでは生産計画を立て，細部の日程を確定し，部品と資
材・原料を調達し，工場での作業の流れを示すレイアウトを作り，バルキー生産でない場合は個
数に応じたロット数を決め，生産期間と回転数，さらにはコンカレント（複数同時進行）か否か
を確定し，それらを踏まえた作業者の訓練と組織化と配置を行い，試験・模擬生産を経て，実際
の稼働ということになる。ここでは当初は生産主導型の大量生産・大量宣伝・大量販売・大量消
費・大量廃棄という一連の巡航過程を辿るのが基本であった。だが少品種大量生産は機械化の恩
恵によって効率的ではあるものの，慢性的な過剰生産傾向に陥るリスクを抱える。そこで消費が
牽引する多品種少量生産（ないしは随量生産）へと変化し，かつ見込み生産から注文生産へと重点
が変わる。ただし注文生産は売れ残りがないというメリットと同時に，生産が受け身となり，市
場への迅速な提供が遅れるというデメリットをもつ。そのため，実際には両者のほどよいバラン
ス，つまりはマスカスタマイゼーション策が取られ，需給調整がなされる。さらにこれが進むと，
生産と消費の相互需要の重視と，生産者であり消費者でもあるプロシューマーという消費者の生
産参加までが登場してくる。このほうが確実に需要を予測し，売れ残りを避けることができるか
らである。その背後には多様性や個性の重視，さらには「ブランド信仰」や評判の良さへの多分
に付和雷同的な同調という社会的風潮がある。
　アメリカでは過剰生産を避けるための流通以下の生産後段階が特別に重視されてきた歴史があ
る。マーケティングと言う言葉もこの地で産まれたし，「コストサイクル」と呼ばれる流通革命
の流れも不定期ではあれ，繰り返し現れた

22）
。この消費の大衆化は都市生活，核家族化，ダブルイ

ンカムなどによって促進され，家事のビジネス化も始まる。新聞，ラジオ，テレビ，インターネ
ットなどのマスメディアの発達と普及が進み，食生活も外食中心に変化し，そのため即席，冷凍，
ファーストフード，ケータリングなどが次々と現れ，便利になる。さらにそれは，携帯電話，プ
レハブ住宅，コンドミニアム，パックツアー，テーマパーク，オートクチュール（注文型大衆
服）・プレタポルテ（簡易既製服），シネコン，エンタメ，ライブショー，レンタル，サプリメン
ト（栄養補強剤），中古品のガレージセール，ランドリーなど社会生活全般に広がり，それらの結
果としてのマスマーケティングから戦略的マーケティングに，さらにはインターネットを利用し
たターゲティング（あるいはターゲット）広告にまで発展していく。そしてこれらのアメリカ式生
活様式が全世界に普及して行くことになる。アメリカ多国籍企業はこの波に乗って，時代の先端
を行く「文明開花」＝アメリカ的生活様式の寵児となる。まさに「アメリカの世紀」の到来であ
る。
　ところで一般に企業間の競争は品質（Q），価格（C），納期（D）にあるといわれるが，上のこ
とを考慮にいれると，先駆的で野心的な起業家精神（アントレプレナーシップ）（E）がそれに付け
加わることになろう。アメリカの企業発達史は創造力溢れるアントレプレナーシップに先導され
た側面が強い。たとえば鉄道におけるライン＆スタッフシステム，鉄鋼での後方結合，リスキー
な採掘に手を染めず，流通・配給に特化するトラスト形態を取った石油，多角化・事業部制と原
価計算を導入した化学産業のデュポン，互換性部品と機械体系に基づく単一車種の量産を先導し
たフォード，それとは対照的な多品種のフルライン・事業部制を採用したGM，西欧資本を仲介
した金融のモルガン，さらにはキャッシュレスの先陣を切ったクレジットカードのビサ，チェー
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ンストアのシアーズ，ディスカウントショップのウオルマート，フランチャイジングを全米規模
で展開したコークやマックなどのデイリー食品，シリアルのケロッグ，マスメディアのピューリ
ッツアー，コングロマリットを利用してエクセレントカンパニーに変身したGE，ITでは大型コ
ンピュータの IBMから始まり，個人用パソコンを大流行させたマイクロソフトやアップル，そ
してその基幹部品である半導体のファブレス（設計企業）としてのインテルとそのセカンドソー
スのAMD，さらにそれはファウンドリーのTSMCやそのための機械装置のASMLとが一体に
なり，「ムーアの法則」と呼ばれる微細化への挑戦を繰り返し押し進めた。最後に異業種間のク
ロスサービスをはじめたプラットフォーマーではGAFAMが抜きんでている。ここではグロー
バルスタンダードに基づくオープン戦略をとったマイクロソフトと伝統的なクローズドされた特
許戦略に拘るアップルとが対照的なビジネスモデルを競い合った。そして目下，生成AI が急速
に台頭し，隆盛を極めているが，ここではインテルに代わるNVIDIAとオープンAI がファブ
レス振りを競っているが，中国のデイープシークの登場によって，アメリカ主動の時代は黄昏を
迎えようとしている

23）
。

　こうした流れは，生産過程そのものよりも，生産前（新製品開発）と生産後（広告宣伝とマーヶ
ティング）に重心が移動するようになり，さらに知財収入（R&F）に主眼が置かれるようになる
と，研究開発自体に膨大な資金が投入されるようになり，そのための優秀な高度科学技術者
（STEM）の確保が極めて大事になる。そして猛烈な研究開発競争が展開される。その結果，自社
製新製品の特許取得に止まらず，そのための新発明のアイディアそのものも知的財産権として，
そこからの莫大な知財収入を獲得する知識資本隆盛の時代へと変貌していく。他方で生産後のマ
ーケティング活動と広告・宣伝の重視は，スーパーコンピュータを駆使した詳細な消費者動向の
データ蓄積とその解析を不可欠とし，それはインターネットの普及とともに，益々克明な個人デ
ータの集積へと進んでいく。そして個人に的を絞ったターゲット広告を前面に押し出す。
　それらの結果，生産段階の相対的比重が下がり，それとは対照的に生産前と生産後の段階の役
割が上昇し，かつ自立化することで，脱製造化，つまりはサービス化―正確には IT化が先行す
る「ニューサービス」だが―が進行していく。それが行き着くと，消費サイドでも「所有の経
済」から「使用の経済」への転換が始まる。その中間には修繕困難の使い捨ての時代が入る。ま
た業者はモノを売るだけでなく，そのための設置費用等の追加サービス込みで販売し，しかもこ
の後者の「手間賃」は割高になる。一方それを避けたい購入者は難しい仕様規定が書かれたトリ
セツを熟読しなければならない。こうした製造品のサービス追加付き販売を「製造業のサービス
経済化」と言い表すこともある。その結果，モノを購入して所有するのではなく，一定の使用料
を払って，繰り返し利用することに重心が移る。それは有形の商品ではなく，ゲームやミュージ
ックなどの無形の娯楽・文化物＝「知的生産物」で盛んになり，それに合わせた一種の「レント
経済」が台頭してくる。そうすると，モノ作りのための企業内国際分業体制によらずに，独創的
なアイディアを知財としてグローバルスタンダード化し，そこからのR&F（グッドウィル）取得
を目指して，他社との企業間国際提携へと基本コンセプトを変えていくことにもなる。これに関
しては後段で詳しく触れることになろう。
　さて一般に企業間の提携には，提携，委託，下請の三形態がある

24）
。日本国内の家電分野で多く

行われてきたOEMは，同業の中小メーカーなどに実際の生産を委せ，自社のブランド名で完成
（　　）
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品を販売する委託生産システムで，「総合家電メーカー」としてその生産能力を世間に誇り，シ
ェアを広げた。またOEMの受け手側もネックであった販売ルートの保障が得られ，かつ自社技
術の向上にも資することができると踏んで，それに応じた。多国籍企業を主体に置いた本テーマ
の場合，本来は企業間の先進国多国籍企業と主に途上国の地場企業との間の対等・平等かつ互恵
的な企業間国際提携を志向するはずのものだが，実際には，前者の力が圧倒的に強いため，下請
化を基本に据えた後者の事実上の支配を志向するのがほとんどである。その典型例はアパレルや
雑貨での「国際下請生産（International Subcontracting）」を嚆矢としている。高名なブランド品と
してグローバルに売り出されるが，その実態は途上国での極めて劣悪な労働条件と低賃金の下で
の下請契約に基づいて作られていることが暴露・告発され，「搾取工場」と非難された。これに
関しては筆者は『現代世界経済論

25）
』において，勇気ある先駆者の告発を紹介し，かつその内容を

一瞥した。国際的な世論からの反発によってある程度の改善が図られるようにはなったが，基底
にある低賃金かつ劣悪な労働環境での請負的性格は変わっていない。こうした低賃金活用が国際
下請生産の最大の理由なので，我が国では労働コストの上昇と共に，アパレル以外でも雑貨類，
家庭用品，出版・印刷，遊具類など，労働集約財・サービス分野において幅広く「外注」と呼ば
れる海外委託が進められた。その究極の例は「100円ショップ」と呼ばれる超低価格帯商品での
展開である。また貿易摩擦回避型対応としてCKD（ノックダウン方式）による部品輸出の擬装形
態もしばしば使われた。
　またその代表的な例として，上でも述べたが，半導体における設計を主導したインテルとそれ
を補完したセカンドソースのAMDをファブレスとして，その実際の生産に特化したファウン
ドリーのTSMC，そしてそのための製造機械を提供したASMLとの間の設計―委託生産の関係
がある。だが実態は生産を担うファウンドリーには少ない利益しか配分されず，利益の大半はフ
ァブレスの掌中に入るという「スマイルカーブ」の嘆きの声が聞こえてくる。ここでは経験則的
な「ムーアの法則」と呼ばれる，１年半毎に集積度と微細化が２倍化するという，技術革新の急
速な流れがあった。そしてその主導権を握ったインテルが，その優位な地位を堅持し続けた。だ
が「ムーアの法則」の核心は，確たる客観的な法則の定在というよりは，競争の先陣を切ったイ
ンテルが，そこで獲得した利益を次世代の，より微細かつ高集積な半導体の開発資金に惜しげも
なくつぎ込み，見事成功を収めて，業界のトップの地位を維持し続けられたということにある。
半導体開発の企業史は技術の革新度が激しいために先発企業が生き残れずに，後発企業に追い抜
かれ，かつ次第に衰退していくことの繰り返しでもあった。その中でインテルが生き延びられた
のは，上の努力の結果であり，市場の飽和による次世代製品開発までのタイムリミットが１年半
という制約性を「ムーアの法則」と呼んで，自らを鼓舞し続けたという意味合いである。
　さらにいえば，以上のファブレス―ファウンドリー関係の確立には，半導体の専業化が与って
大きかった。それ以前に電気製品の一部として，その部品としての半導体の時代があった。そこ
では日本企業の優位性は際立っていた。日本の大手の電機メーカーは自社製品の中に先進的で便
利な部品として半導体を使い，それらを内包した電気製品はたとえ割高になっても十分に売れる
と見込んで，半導体自体の微細化・高集積化とコスト低減を狙う専業化の道をとらなかった。そ
のため，国家戦略―SEMATECH―に基づく激烈な専業化競争を経験したアメリカメーカーに
その地位を奪われることになった。悔やんでも悔やみきれない痛切な敗北史である。同様の致命
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的な戦略の間違いを後にソニーがゲーム開発で犯すことになる。コンピュータゲームにおいて斬
新なアイディアと技法を先導したソニーは，業界の最前線にあった。その際，オープン戦略をと
って，他社機との相互利用・互換性や乗り換えを一方で認めつつ，他方でその中核アイディアを
知財化して独占的利益を稼ぐという二面戦略をとらなかった。そのため，任天堂を含めて，ニセ
モノやまがい物が出回らないかを常に監視し，いたずらな訴訟合戦に巻き込まれ，消耗していっ
た。後にその誤りに気づいたときには，もはや時期遅れで，巷には斬新なゲームと汎用ゲーム機
が氾濫していた。斬新で革新的なアイディアに自信を持ち，見事な創作物を世に出したが，それ
に固執する余り，クリエーター以下の実際の創作スタッフや多くの下請業者を包摂して，オープ
ンシステムの下で業界を組織化するリーダーシップに欠けていたといわざるを得ない。
　しかしながら，微細化・高集積化には自ずと限界があり，「ムーアの法則」が貫徹できない時
代が近づいて来る。それとは対照的に，最先端の半導体を首尾良く稼働させていくためには，そ
れを使いこなせる技能者・技術者の存在と，彼らの要求に合わせた精緻な機械装置の提供が不可
欠になる。そして微細化の限界化によるインテルの衰退と，それとは対極的なTSMC―ASML
の興隆が始まる。それは生成AI の登場によってさらに加速化され，インテルに代わるNVIDIA
（ファブレス）とTSMC（ファウンドリー）―ASML（機械装置）という新たな関係が急速に台頭して
くる。
　企業間国際提携の三形態である提携，委託，下請はいずれも本来的には独立企業間の契約に基
づくものであり，その底流には社会的分業の深化がある。したがってその主体の企業規模の大小
はそれぞれの分業度合いに応じてほぼ適正な規模に構成されていた。だが実際には最終アセンブ
リーに盤踞する巨大企業が部品以下の中小規模の企業に指令したり，取引の支配権を握ったりと
いう変質化が，政府による適切な監督と法的な規制が十分行われないと，起こりがちである。下
請化においてそれが最も起こりやすく，かつ構造化していく要素が強い。これに対して，委託生
産は市場での出会いと取引を重視して，最良の組み合わせを追求していけば，対等な得意先関係
として長期にわたって持続することも可能である。したがってやや単純化するが，一方で市場原
理と効率性を追求する対等な「提携」へと「委託」を近づけ，決して支配―従属的な「下請」に
堕しないことが肝要になる。それは，一方で良好な取引関係を維持しつつ，他方では新たな展開
の必要が生じた際には，大胆に別の適切な取引先を探す柔軟性を確保していくことにもなる。そ
のためには硬直的に構造化された下請生産システムが事実上の支配―従属関係にいかないように
監視していくことである。部品企業の自立性・独立性が失われ，アセンブリーメーカーの下請系
列支配の下で呻吟する姿は，日本では多くみられる。本来，部品メーカーに独自の技術があれば，
支配を免れることが可能だが，社会的分業として伝統的に認知され，「浮動的」な下請としての
地位を維持してきた欧米企業に比べて，日本では「専属的」下請として，協力会への包摂が進ん
できた。それが日本の下請システムの強みであり，また限界でもある。上述した戦前の日本が技
術構成の遅れを価値構成の活用によって代替し，かつ競争優位に導いたのと同様，社会的分業の
一翼を担い，独立企業として共栄すべきところを，巨大アセンブリーメーカーは従属的支配下に
包摂することで，ファミリー的な繁栄を築いた。相対的な低賃金と合わさって，これが日本の戦
後の高度成長を生み出す大きな力にもなった。それを日本企業が多国籍化するに当たって，途上
国の地場の部品企業にもそれを適用しようとするが，実際には，同質的な日本国内ほどにはいか
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ないケースが産業によっては現れる。そのため，海外展開をやめて，国内回帰を図る業界も増え
ている。それはまた西洋風「組み合わせ型」（普遍型）と日本風「すりあわせ型」（特殊型）の違い
でもある。
　こうして委託生産が従属的な下請生産に堕し，その底辺に呻吟する低賃金基盤を打破していく
には，ILOが提唱する働き甲斐のある「ディーセントワーク（Decent Work）」の実現が，まずも
って目指さなければならないだろう。そしてこのことが問うているものは，多国籍企業が堅持し
なければならない「企業倫理」（ビジネスエシックス）と「社会貢献」への努力である。これに関
して，国連の事務総長コフィー・アナンによって「グローバルコンパクト」（2000年）が提唱され
た。そこでは人権，労働（強制労働，児童労働，差別の廃止），環境，腐敗防止など10原則が提唱さ
れた。さらにそれをより一層具体化すべくジョン・ラギーを事務総長特別代表に任命して，詳細
な検討を重ね，「ラギーフレームワーク」と呼ばれる指導原理（2011年）が確立された。それは国
家の人権保護の義務，企業の人権尊重の責任，それに人権侵害への救済という，保護，尊重，救
済の３本柱からなる

26）
。これらによって，多国籍企業の傍若無人な振る舞いへの「牽制力」（カウ

ンターベイリングパワー）を草の根の民主主義サイドが持とうと試みた。
　これがきっかけとなり，多国籍企業の税逃れ，資産隠し，利益操作，腐敗，さらにはマネーロ
ンダリングの横行への社会的牽制と規制（拮抗力の形成）が次々と試みられるようになり，ILO
の三者宣言（ディーセントワーク），ISO26000―その具体化としてのデューディリジェンス（Due 
diligence）の注意義務―など社会的存在としての多国籍企業の自覚と適切な機能の発揮が求めら
れるようになる。こうしたビジネスエシックスの確立がCSR（社会的責任），SRI（社会的責任投
資），ESG（環境・社会・ガバナンス），SDGs（持続的成長目標）等として続々と提唱されるようにな
り，さらにはこれらの基準に基づく企業評価表によるランキング作りも行われ，可視化も進んで
きている。また環境保護から 3R（recycle, reuse, reduce）がいわれたが，これに refuse を加えて，
犯罪や戦争などの有害かつ非人道的行為を排除する 4R 原則の提唱へと範囲を広げている。さら
にいえば，これらを資本サイドの善意に全面的に期待せず，労働側の横の「連帯」（solidarity）
を強めることが，必要条件から十分条件へと進めるためには大事になる。
　多国籍企業は社会的存在として必要な貢献を果たすが，営利主義一辺倒に偏ってはならない。
主にヨーロッパで芽生えた，株主，従業員，退職者，経営陣などの参与者に加えて，部品業者な
どの裾野分野，さらには地域住民や消費者までを含む企業を取り巻く環境全般への目配りや貢献
度に応じた利益配分を自社の蓄積を確保した上で行おうとする，多少理想主義的なステークホル
ダーキャピタリズムと，株主，それも経営陣を中心とする大口の株主に主眼を置く，アメリカで
流行している現実主義的なシェアホルダーキャピタリズムとが競い合っている。株価に反映させ
て資本調達を有利にし，企業の急成長と巨大化を図るには，後者が即効的だが，コミュニティに
地歩を築き，長期にわたる信頼を得るには，前者のステークホルダーキャピタリズムが理にかな
っている。さらにその基底にはフィデューシャリー（fiduciary）（信認義務）と呼ばれる専門職が
守るべき職業倫理にまで至る関門がある。
　企業間国際提携が事実上下請系列化に偏していき，資本支配によらない下請系列化を基本にす
るNEM支配を生み出していく。その基底にあるのは，資本に代わって自社のスタンダードをグ
ローバルスタンダードにし，かつそれを独占化することで，その使用から莫大な知財収入を得る
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やり方を採用することにある。上述したが，とりわけアパレルの世界ではデザイン，布地，その
カットされた仕掛品（ピース），仕様指図書などを一括して持ち込み，ミシン掛けによる縫製だけ
を現地の業者に依頼する，委託生産の仕組みが流行する。そしてあらかじめ契約していた工賃だ
けを支払うというやり方で，低賃金での縫製労働者の雇用と監督は依託された地場業者が行って
いる。これには，ブランド力による世界的販売と現地の雇用を進めたという肯定的な評価がある
反面で，委託生産が事実上の下請系列化に堕してしまい，極めて劣悪な労働条件と低賃金での完
成品への仕上げを間接的にではあれ野放しにしていることに対して，有名ブランドメーカーへの
国際的な非難が沸騰した。メーカー側もブランド力を損ねかねないので，見直しと改善を進めざ
るを得なかった。とはいえ，この階層的メカニズムは構造化されて存続しうる。
　こうした著名なメーカーが自社のブランド力を利用して同業の中小メーカーに生産を委託し，
自社名で販売するやり方に上述したOEMがある。これは我が国では広く展開されていて，必ず
しも多国籍企業の行動様式に固有のものではない。しかしながら，グローバル化にともなって，
これを多国籍企業の委託生産の一形式に転用しようとする企ても，たとえば，NIES 諸国など生
産能力に長けた地場企業に委ねることで盛んになる。その典型は，台湾がパソコン生産を一手に
引き受けているのが有名である。事実上，台湾製パソコンを委託したメーカー名で世界中で販売
している。誠に奇妙な風潮である。その先には，個人の自家製のパソコン製作／制作がある。
少々オタクっぽいが，消費者でありかつ生産者でもある見事なプロシューマー振りである。また
IT化の進行過程で，そのソフト開発の一部をインドの IT技術者が担い，アメリカでは夜間で
作業できない時間帯に白昼のインドで行うという時間差を利用したオンラインでの委託ビジネス
も，一時期評判になった。そして現在では「デジタルノマド」と呼ばれる IT専門技術者がリモ
ートで仕事を引き受けるやり方も現われてきている。
　したがってわれわれが目指すべきは，垂直型NEMではなく，先進国企業と途上国地場企業と
の間の互恵的な水平型の企業間国際提携（International Horizontal Linkage, IHL）への展望をもち，
具体的にそのための努力と工夫を重ねていくことにあろう。しかしその主体が先進国の巨大多国
籍企業と途上国の地場企業の組み合わせにある場合，前者の圧倒的な優位は崩せず，NEM方式
による下請系列支配に傾きがちである。それを避けるためには，高い技術力を持つ先進国の中小
企業と途上国の地場企業との間の息の長い IHLの形成に期待を寄せたい。これまでにも閉塞し
た時代環境を突破してきたのは，なによりも起業家精神旺盛な野心的なEであり，彼らが当初
はみな中小のベンチャーキャピタルから出発したことを想起すれば，その潜在力には未来志向的
な魅力が詰まっている。また資本と販路に難点があるとはいえ，生産技能に優れた老練な熟練労
働者を多く抱え，企業ノウハウにも長けた日本の中小企業が途上国の地場企業との間に IHLに
進めることも大いに期待される。とりわけ，機械化主導ではなく，熟練労働者を核とした労働者
間のコラボレーション（共働・共創）の展開には大いなる希望を持つ。モノ作りの中に人間の長
期間にわたる営為が生み出した貴重なノウハウや集団的英知や暗黙知が眠っている。そしてなに
よりも，生産現場でのヒトとヒトの緊密な共働こそがかけがえのない財産となる。この面では次
節で検討する知識資本の時代の到来がその新たな土台を作ることになろう。それはまたネットワ
ークの経済性を活かしていく新たな互助的な道の創出でもある。
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３．知識資本の台頭と「バーチャル企業」化

　そこで最後に最新の知識資本の興隆とその下での多国籍企業のバーチャル化に関して，その基
本点を考えてみよう。筆者は先に『知識資本の時代』において IT化に始まるこの時代の基本的
な政治経済的特質について分析したが，以下では多国籍企業に惹きつけてその要点を論じてみよ
う。
　まず第１に多国籍企業のバーチャル化をみていく際のキーファクターはネットワーク化にある。
一般に国際化するのは，ヒト，モノ，マネー，情報だが，このうち，情報は国を越えて移動した
ことを直接に確認する術はなく，インビジブルである。そしてこの情報の移動速度が早まること
は，距離が事実上短縮されたのと同じ効果を持つ。つまり時間短縮による一種の空間圧縮効果が
働くことになる。もっともその効果は全て一律に働くわけではなく，衛星通信網や海底ケーブル
網が敷設されている特定の場所・施設に優先的にその便宜が供与される。このことは，時間短縮
を効果的に活用できる企業や投資家に優位性が働くことになる。グローバル化が進み，世界が一
つに繋がっていくようになると，資本は24時間休みなく稼働できるようになる。国際金融の世界
ではニューヨーク，ロンドン，東京の時間差を巧みに利用しての外国為替取引や投資活動の展開
がある。また上述したが，アメリカとインドとの時間差を利用した ITソフトの加工などの例も
ある。スピードこそが競争勝利の最大の武器になる時代の到来である。
　IT化の進展による情報・通信の加速度的な進行は多国籍企業の行動様式を一斉にその方向に
向けていくことになった。アジリティ（agility）という言葉が迅速性や機敏性を表す特別な意味
を持つものとして経済学・経営学の文献の中に頻繁に現れるようになる。そのため多国籍企業は
アジリティを磨き，企業内での情報伝達を素早くし，かつ重要な情報の秘密裏でのインビジブル
な移動に心がける。そしてネットワーク効果の最大化を図ろうとする。コンピュータシステムな
らびにインターネットの発達とその急速な普及はそのための格好の武器となった。かくて多国籍
企業は世界の隅々にまで広範なネットワーク網を作り上げた。同時にそれは生産者・サービス業
者ばかりでなく，消費者・利用者にとっても商品やサービスを選択する際の迅速で適切な判断
（意思決定）を表す言葉ともなる。かくて世界全体が猛烈なスピードアップを競い合う。
　第２に巨大多国籍企業が活動舞台とするグローバル市場は地球人口70億人を直接の対象とする
一個の巨大市場である。そこでは規模の経済性がまずもって大きなメリットとなり，表向きは広
告会社の看板を掲げたGAFAMなどのグローバル企業には，アジリティを活かした薄利多売方
式の展開が成功の鍵となる。そのための早道はまず何よりも知名度を高めることで，広告・宣伝
活動を活発にして知名度を上げ，ブランド力を磨くことに専心する。超巨大な多国籍独占企業が
同時に薄利多売に徹するというのは，にわかには解せないかもしれないが，それによってグロー
バルな規模と範囲での競争に勝利してシェアを確かなものにし，その上に立って，今度はその独
占的地位を利用した特別の超過利潤を知財（グッドウィル）の形で追加的に獲得していく。この
二重で複合的な仕組みこそがグローバル市場での勝利の方程式となる。
　伝統的にサービス業の場合，接客する個人の現場でのサービス精神や能力などの主体性に依存
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するところが大きく，モノのように客観的に品質と価格の兼ね合いを消費者は比較することがで
きない。そのため，マニュアルを作ってサービスを標準化して均質にしようとしたり，従業員教
育を徹底してレベルアップを図り，コストーパフォーマンスを効率かつ効果的にしようと試みる。
その結果，評判を高め，「名料理店」や「名旅館」としての評判（reputation）を勝ち取ると，ビ
ジネスは一挙に好転する。そしてそれが強力なブランド力ともなる。こうした性格はアパレルや
化粧品，さらには身体産業などの，とかく流行に流されやすい華やかなファッションの世界にま
で広がり，そこでは最上のプレミアムブランドにまで上り詰めるための熾烈な競争が展開される。
こうした特徴は最新の ITサービス産業にも貫かれる。
　グローバルビジネスの場合，それは広告・宣伝・口コミ・それにインターネットによって増幅
されていく。もちろんその反対にちょっとした躓きが忽ちのうちに評判の急落に繋がり，失墜し
ていく羽目に陥りかねない。情報化時代に特有の脆弱性（vulnerability）を同時に抱えてもいる。
多国籍巨大企業はこのレピュテーションを高めることに邁進する。そのためには，有名タレント
を採用し，かつ名うてのコピーライターを使った効果的なコマーシャルメッセージを繰り返し流
したり，その道の権威による推奨を賜ったり，さらには素人を装った視聴者参加型広告といった
手の込んだ手練手管まで操るようになる。そしてその究極はインターネットを使った，peer to 
peer でのターゲット広告の活用である。その延長上には SNSでの視聴者参加型（「自作の」）自
己宣伝広告メッセージの氾濫もある。そこでは信憑性が問われることもでてくるが，ニュース番
組ではないので，モラルが問われることはあっても，真実（truth）か否かが追求されることはな
い。むしろ仮想化されたバーチャルリアリティの中での出来映えを競い合う。
　第３にこうした土台の上に，プラットフォーマーという異業種間のクロスサービスを展開する
サービス企業群が出現し，その頂点にGAFAMが屹立する。検索サービスのグーグル（G），書
籍通販のアマゾン（A），有名校入学者名簿からはじめたフェイスブック（現メタ）（F），パソコン
ならびにそれに付随するソフトのアップル（A）とマイクロソフト（M）だが，最後のAとMを
除いて，基本的に物財の生産はしていない。だが総称してプラットフォーマーと呼ばれているよ
うに，本来は相異なる業種を共通の基盤（プラットフォーム）で結び付け，その土台上での仲介業
務を図ることで，利用者に便宜を供与し，場合によっては相互交信まで促進するという革新的な
ビジネスを開発・展開している所に共通項がある。IT化・情報化の進展は，グローバル化の波
に乗って瞬く間に斯界の頂点に達するプラットフォーマーを出現させた。その結果，その出自は
どうであれ，今や超巨大情報企業として文字通りグローバルに盤踞している。しかしながら，彼
らの本業とその主たる利益源泉がどこにあるかは容易にはつかめない。筆者は暗中模索を繰り返
した上で，彼らを新たな情報産業と位置づけ，それをプラットフォーマーのGAFAMを中心に，
広告のメガエージェンシー，放送・通信のメディアコングロマリットを加えた三巨頭がその頂点
に鼎立，君臨しているとみている

27）
。

　ただしそこには独特の仕掛けと仕組みがある。その秘訣はクロスサービスの提供によるプラッ
トフォーマーの複合的利益獲得構造の中に隠されている。無料でインターネット上に情報を流し，
視聴者からの反応を呼びかける。同時に画面脇に広告欄を設けて，有料での広告収入を得る。こ
こまではTVやラジオと同様，不特定多数の視聴者を相手にして無料で放送・放映し，番組提
供のスポンサーから別途広告料をとって利益を上げるシステムの展開である。だがこれは彼らの
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ビジネスの一半を説明しているに過ぎない。その上で，無料で得た個人からの反応を素材にして，
特定のアルゴリズムに基づき，スーパーコンピュータを使って個人情報として精選していく。膨
大なデータを基に機械学習を重ね，精緻な分析を繰り返し，フィードバックを何度も経て，正の
ループ形成に至るまで試行錯誤を繰り返す。そして観察・監視・監督とその上での最終判断を経
て，特定の顧客―自社内での利用を含めて―へのシャドウテキストの形で「情報商品」が提供さ
れる。かくて無形財の価値形成＝価値増殖活動が展開され，そこから監視収入（surveillance 
revenues）という名の特別の利益が得られる

28）
。この後者こそが彼らの本業である。そして前者を

加えたこの二重性が彼らのビジネスの複合性と他の追従を許さない優越性を表している。表面で
の無料の視聴からの反応という素材がなければ，その後の特定のアルゴリズムに基づくデータ解
析と加工という裏技を施し得ないからである。その意味では表裏一体的なビジネス展開である。
とはいえ，コンピュータ加工以降の後半の過程は秘密に閉ざされていて，十分には窺い知れない。
とりわけ資本の運動として展開されるため，「価値増殖」の現場は他の資本の運動と同様「部外
者立ち入り禁止」の立て札が立てられていて，その深奥にまで立ち入ることができず，確かな推
論の域を出られない。
　第４にそこでは人間自体の全面的な「人格の商品化」という新たな仕組みが生まれる。資本主
義はあらゆるものの商品化を企図する。工業化と共に土地との緊縛から離れて無産者化して都市
に流れ込んだ人々を時間決めで労働力として雇用する，疑似商品化されるシステムが出現した。
賃労働者階級の誕生である。そして資本と労働という対極的なアクター間の対抗関係が資本主義
を彩ることになる。IT化・情報化の進行と巨大プラットフォーマーの台頭は，それに加えて，
人間そのものの商品化，つまりは「人格の商品化」を生み出す。そのためには，商品対象として
の人間自体の精神的・心理的状態の解明を図り，人間を一種の「操り人形化（rendition）」すると
いう試みが展開される。それをこの道の先駆者ズボフは，人間の行動余剰（behavioral surplus）
に着目した「操り人形化」と言う独特の用語法で表現している。まさに人間の人格そのものの商
品化である。富を作る労働力の商品化という人間の主体の活動に限定せず，対象としてその全面
的な利用が企図される新たな事態の出現である。
　以上論じたことは無形財の価値増殖を解明するための一例である。他の分野を解明するために
は，別の手法が必要になろう。とはいえ，スーパーコンピュータに膨大なデータを蓄積し，それ
を特定のアルゴリズムに基づいて機械学習を繰り返させて，「情報商品」に作り変える基本的仕
組みとその秘訣がここには眠っている。これは，無形財の価値増殖という，今日の世界がぜひと
も解明したいと望んでいる課題への確かな足がかりとなろう。八岐大蛇よろしく，はなはだ捉え
どころなく逃げ回る「資本の魔性」の核心に近づくためには，数々の試行錯誤を経て一歩一歩近
づいていかなければならない。
　そうした本性にもかかわらず，彼らの利益の大半は，上述してきた多国籍製造企業やNEM
（非資本所有型支配）方式での形態と同様，自社技術のグローバルスタンダード化を基礎にして，
それを「知価」に昇華して独占することで生まれる知財収入から得ている。要約すれば，筆者が
「ブランド固有価値」と名付けた特別のプレミアム価値の基礎上にグッドウィルとしての特別の
超過利潤が加わり，かつそれが中心になる価値増殖過程の展開である。その基本に座るのは，今
日ではAI（人工知能）という名の，無人の価値増殖機の起動である。だがそれは表面的な現れで
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あって，その底にはそれを操る狡知に長けた「資本の運動」が潜んでいる。
　第５に以上のことを考える際に是非とも留意しなければならないのは，富を作るのは人間の頭
脳的・肉体的営為とその創造力の発揮にあるという，疑う余地のない事実である。これは太古以
来，人々が営々と繰り返してきた営みであり，歴史的真実である。このことが意味しているのは，
人格の商品化という究極の対象的・受動的存在から反転して，人間の主体的・創造的営為がその
成果を資本支配に留めるのではなく，そこからの解放と別のあり方を模索することを可能にして
いることである。現状の肯定の中にその否定が伏在していること，そして一方での運動が究極に
達すると，反転してその反対方向への運動が展開されるようになること，この弁証法的な二面
性・相反性・反転性をしっかりと心に留めておくべきである。そこに主体的な歴史創造的営為の
核心がある。
　そのことを考える上では，IT化・情報化・知財化時代が生み出した科学技術労働者（STEM）
の出現とその可能性に注目する必要がある。かつて第２次大戦直前に，イギリスの J. D. バナー
ルは『科学の社会的機能』において，科学者をそのスタッフ以下を含めた科学的営為に邁進する
集団（チーム）として捉えて，「科学労働者」（scientist worker）という言葉を使った

29）
。今日，科学

者・技術者の科学技術労働者（STEM）への編成替えが急速に進んでいる。それは，上述の工業
化＝産業資本主義の開始が農民層分解と賃労働者を出現させたのに続く，IT化の進展がごく一
部の富裕な科学長者と多数の科学労働者への階層分化を生み出した画時代的な出来事である。そ
して筆者が特筆したいのは，科学者の多くが科学技術労働者に変化することは彼らの零落を意味
するのではなく，新しい科学興隆の時代における立派な旗頭になり得ることである。科学と産業
が今以上に緊密に結び合わされ，人々の科学的知見が飛躍的に向上し，そして人間の精神と肉体
との分離を前提にした見方ではなく，両者の一体的な解明が切り開く新しい地平線を想像してみ
ることである。疾病，災害，戦禍，生活苦を克服して，豊かで実りある人間社会を構築していく
ための新たなユートピアの入り口がそこにあるように思えてならない。その意味でも知価の創出
を一部の専有物とせずに，万民のための開かれた財産にして，十二分に活用すべき野心的な企て
が必要となろう。それは21世紀の人類の壮途でもある。
 （2025年７月８日脱稿）

注
1）　関下稔『現代多国籍企業のグローバル構造―国際直接投資・企業内貿易・子会社利益の再投資』文
眞堂，2002年，同『多国籍企業の海外子会社と企業間提携―スーパーキャピタリズムの経済的両輪』
文眞堂，2006年，同『21世紀の多国籍企業―アメリカ企業の変容とグローバリゼーションの深化』文
眞堂，2012年。
2）　国際政治経済学に関しては関下稔『国際政治経済学の新機軸―スーパーキャピタリズムの世界』晃
洋書房，2009年，同『国際政治経済学要論―学祭知の挑戦』晃洋書房，2010年，同『米中政治経済論
―グローバル資本主義の政治と経済』御茶の水書房，2015年。
3）　関下稔『知識資本の時代―世紀末大転換と激動の21世紀を診る』晃洋書房，2023年。
4）　関下稔『米中政治経済論―グローバル資本主義の政治と経済』前出。
5）　「海外直接投資」としたのは，アメリカのベンチマークサーベイでは外国への直接投資をU. S. 
Foreign Direct Investment Abroad としていて，これに対応して我が国の統計では外国への直接投
資に「対外直接投資」 という邦語をあて， これに対して， 対米直接投資をForeign Direct 
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Investment in the United States, つまりは「対米直接投資」と呼んでいる。これに対応して国内へ
の外国からの直接投資を邦語では「対内直接投資」という邦語を当てている。だが前者はともかく，
後者は一般に馴染みがなく，また誤解も受けやすいので，筆者は直積投資全体を「海外直接投資」
（あるいはFDI）という言葉で括り，そのうち外国へは「対外直接投資」，我が国への外国からの直
接投資を「対日直接投資」と言う言葉で表して，区別している。なお一般的には対外直接投資を
outward FDI，対内直接投資を inward FDI と表現するのが広まっている。また対外と対内の双方の
直接投資を合わせて「国際直接投資」（International Direct Investment, IDI）と言う言葉が登場し，
今日ではこうした双方向での直接投資の交流が一般的になってきたので，この IDI 独自の概念規定と
分析も求められている。
6）　なお付言しておくと，アメリカ企業の場合は，海外直接投資を議決権つき株式の10％以上と規定し
て，その内容を完全所有（Wholly Owned Foreign Affiliates, WOFA），多数株所有（Majority Owned 
Foreign Affiliates, MOFA），少数株所有（Minority Owned Foreign Affiliates, MINOFA）に３分
類し，さらにその下に10％未満～５％以上のものを関連会社（Related Party）としている。これに
対してOECDは同じく10％条項を採用しているが，子会社（Subsidiary, S），系列会社（Associate, 
A），それに支社・支店（Branch, B）に３分類している。なおこれは形式的な分類法であって，実際
にはアメリカ企業の場合，圧倒的にWOFAないしはMOFA形態が多い。詳しくは関下稔『現代多
国籍企業のグローバル構造』，前出，第８章参照。
7）　関下稔『21世紀の多国籍企業』前出，第４章参照。
8）　詳しくは同上，第９章参照。
9）　たとえば S. ハイマー『多国籍企業論』宮崎義一編訳，岩波書店，1979年。
10）　関下稔『21世紀の多国籍企業』前出。
11）　R. Vernon, International Investment and International Trade in The Product Cycle, Quarterly 
Journal of Economics, LXXX, No. 2, 1966. また『多国籍企業の新展開―追いつめられる国家主権』
霍見芳裕訳，ダイヤモンド社，1973年。

12）　関下稔『21世紀の多国籍企業』前出。
13）　たとえば野呂栄太郎『日本資本主義発達史』（上・下），岩波書店，1983年。同様の視点はC. A. ミ
シャレにもある。C. A. ミシャレ『世界資本主義と多国籍企業』藤本光夫訳，世界書院，1982年。な
おこれに関しては関下稔『多国籍企業の海外子会社と企業間提携』前出において祥細に検討した。

14）　たとえばT. ヴェブレン『企業の理論』小原敬士訳，勁草書房，1965年。「グッドウィル」の概念は，
我が国では会計用語として「のれん」と訳して使われることが多い。だがその原意は，もっと広く無
形資産の価値評価全般に広げられるものである。筆者はそこに注目して，これを知財収入全般を表す
概念として使っている。ついでにいえば「会計学」の原語はAccounting だが，これなども最近では
その派生語Accountability を「説明責任」などとして，本来の意味合いで使われるようになってい
る。

15）　あるいは以下のようにも説明できる。傾向としてのROA（総資本利益率）（国内）＜ROR，つまり
は海外投資収入（I）/海外直接投資ポジション（DIP）＜RIR，つまりは海外再投資（RE）/税引後利益
（E）である。換言すると，国内利益率（ROA）＜海外投資利益率（ROR）＜海外子会社利益率または
海外子会社再投資率（RIR）の不等式が成立することが多国籍企業の存立の基盤である。

　　 また多国籍企業の拡大再生産による資本蓄積の条件は①再加工用中間部品＞再販売用＞資本財，②
現地再投資（RE）＞本社への還流，③現地での再投資・再生産循環軌道の確立＞本社からの資本の新
規流出，そして④ ROA＜ROR＜RIR にあり，それらによって系列連鎖の経済性によって本社への利
益還流とその累増化がもたらされると言い換えても良いだろう。

16）　関下稔『21世紀の多国籍企業』前出。
17）　筆者は『多国籍企業の海外子会社と企業間提携』前出において，海外子会社論の嚆矢となった１）
発展段階説（ストップフォード／ウェルズ）に加えて，２）状況適合論（コンテンジェンシーセオリ
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ー）（ガルブレイス），人的ネットワーク論（バートレット／ゴシャール）を紹介，検討した。
18）　この両者に関しては，その異同と関連に関して，以下の諸論攷で検討した。関下稔「資本の世界生
産と世界蓄積：価値創造における時間的・空間的分離と価値実現における再統合と加速度的資本蓄積
の高進―GSCと GVCに関する一視座」『立命館国際研究』31巻３号，2019年２月，同「企業間国際
提携の新時代―途上国の工業化と先進国の高度化・サービス化を架橋する多国籍企業の新様相」『立
命館国際地域研究』第50号，2019年９月，同「企業間国際提携の深部を探る―GVC論の有効性と制
約性」『立命館国際研究』32巻第２号，2019年10月，同「資本のグローバル生産とグローバル蓄積の
要諦―ポストアメリカンヘゲモニー時代の世界の政治と経済」『立命館国際地域研究』第51号，2020
年１月。

19）　この概念の登場に関しては，関下稔「混迷する現代世界の複合的・総合的解明：方法的考察」『立
命館経済学』第73巻第４号，2025年３月を参照。

20）　J. H. Dunning, Alliance Capitalism and Global Business, Routledge, 1997.
21）　主に子供用玩具の世界でのレゴブロックの大成功の物語がある。デンマークの片田舎に本社を構え，
世界中の子供達に愛されるまでに成長を遂げた。規格化されたブロックを組み合わせることによって，
様々なものを作り上げることができる。子供達の独創的な空想力を飛翔させる玩具となった。その成
長過程を追ったデビッド・C・ロバートソンとビル・ブリーン『レゴはなぜ世界で愛され続けている
のか』黒輪篤嗣訳，日本経済新聞社，2014年はモジュラー型生産システムの原点を連想させる。

22）　消費の大衆化は資本主義の誕生地ヨーロッパで始まり，とりわけファッションを中心にした流行を
取り入れたアパレル製品はフランスが盛んで，貴族層から新興ブルジョア層の注文服を経て，大衆的
なオートクチュール，そしてもっと簡便なプレタポルテへと発展していった。デパートもフランスで
始まった。アメリカはこうしたヨーロッパの影響を受けて，時代に沿った流通革新が繰り返された。
たとえばデパート（1860’），通信販売（1870’），チェーンストア（1920’），フランチャイジング，ド
ラッグストア，スーパーマーケット（’30），ディスカウントショップ（’50），コンビニ（’60），モー
ル（’80），そしてEコマース（21世紀）の大流行である。アメリカにおける消費の大衆化については，
枚挙にいとまがないほどに多く論述されているが，筆者が特に注目して読んだのは，D. ハルバース
タムの一連の著作である。たとえば『ザ・フィフティーズ―  1950年代アメリカの光と影』金子訳，
新潮社（上・下）1997年，『覇者の驕り―自動車・男たちの産業史』高橋伯夫訳，日本放送協会
（上・下）1987年など。
23）　アメリカの企業経営史に関しても多くの研究がなされていて，筆者も多くの著書を原典を含めて乱
読した。安倍悦夫・寿永欣三郎，山口一臣『ケースブックアメリカ経営史』有斐閣，2002年や谷口明
丈『巨大企業の世紀』有斐閣，2002年などが全体を要約・紹介したものとしては印象に残っている。

24）　デューク大学のCGGCが GVC研究のセンターになっているが，その中心メンバーのGereffiが中
心になってまとめた「GVCの手引き」は①市場型（アームスレングス型），②モジュラー型，③リレ
ーショナル型，④キャプティブ型，⑤ヒエラルキー型に５分類している。Gary Gereffi & Karina 
Fernandez-Stark, Global Value Chain Analysis : A Primer, Center on Globalization, Governance 
& Competitiveness （CGGC）, Duke University May 31, 2011. これに対してUNCTADは①同一資
本による海外子会社を通じる展開（つまり企業内国際分業），②直接的な資本関係を持たない独立企
業間の提携（NEM），③アームスレングス型の三分類に要約した。そしてNEMをさらに「モジュラ
ー型」，「委託―提携型」，「キャプティブ型（下請型）」に細分して，市場での取引に過ぎない「アー
ムスレングス型」をGVCから除外している。UNCTAD, World Investment Report 2013. Gereffi等
には GVCと GSCの間の概念の混乱があり，これに対してこのUNCTADの分類は統一されていて
的確である。また筆者はNEM（非資本所有型支配）方式というアイディアをこのUNCTADの
World Investment Report 2013 から得た。詳しくは関下稔「企業間国際提携の深部を探る―GVC
論の有効性と制約性―」，前出，を参照されたい。

25）　関下稔『現代世界経済論』有斐閣，1986年。またナオミ・クラインは『ブランドなんか，いらない
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―搾取で巨大化する大企業の非情』松島聖子訳，はまの出版，2001年において，ナイキ社をやり玉に
挙げてセンセーションを巻き起こした。

26）　アナンの提唱したグローバルコンパクトや，その諮問を受けて詳細な検討の末に提示した「指導原
理」―通称「ラギーフレームワーク」―に関しては，多国籍企業の企業倫理や社会的貢献に関するテ
ーマとして，以下の研究成果を発表した。関下稔「多国籍企業の未来像―企業倫理，社会的貢献，グ
ローバル民主主義との調和」『立教経済学研究』第71巻第２号，2017年10月，同「多国籍企業社会的
機能の発揮と社会的強制力の陶冶」『立命館国際地域研究』第47号，2018年３月，同「多国籍企業の
未来像再論―「拮抗力」を考える」『立命館国際地域研究』第48号，2018年11月，参照。

27）　関下稔『知識資本の時代―世紀末大転換と激動の21世紀を診る』，前出，第10章，参照。
28）　これらのからくりに関しては関下稔『知識資本の時代―世紀末大転換と激動の21世紀を診る』，同
上，ならびに関下稔「労働力の商品化から人格の商品化へ―ズボフ『監視資本主義』の深層を探る」
『立命館国際研究』36巻３号，2024年２月で詳細に論じた。その際，筆者が無形財の価値増殖の解明
のヒントをえたのは，ショシャナ・ズボフの『監視資本主義―人類の未来を賭けた闘い』野中顔香方
子訳，東洋経済新報社，2021年によってである。女史の立論に対する評価も上の自著ならびに論文で
おこなった。

29）　J. D. バナール『化学の社会的機能』坂田昌一，星野芳郎，滝岡誠訳，勁草書房，1981年。筆者は
『知識資本の時代』同上，ならびに関下稔「映画「オッペンハイマー」の衝撃と崇高な苦悩―科学・
思想信条・アイデンティティの「トリニティー」を考える―」『立命館国際地域研究』第60号，2025
年３月において，バナールの先見の明を高く評価した。
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